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地方行政の産業政策決定における統計的な一考察
笠 井　 易・齊 藤　 実
まえがき
地方行政における産業政策決定においては、
その内容が複雑でしかも複数の項目が関係して
いる事案が多い。だから、議論を重ね結論を出
すにあたり途中の過程がわかりにくく、また合
理的な判断基準も明確にされていないのが現状
である。
そこで本報告書では、意思決定支援手法とし
て 知 ら れ る ANP（Analytic Network Pro-
cess）を行政分野に適用することにした。さら
に具体化を図るために、コンジョイント分析 
（CA：Conjoint Analysis）も適用した。この具
体化により予算配分が明らかになったことで、
産業連関表（I/O）で経済波及分析が可能とな
った。最終的に、これら工学的分析手法で得ら
れた結果を実際の会議に提案することで、行政
関係者だけでなく広く県民にもわかりやすいコ
ンセンサスビルディング（合意形成）ができる
と考えている。
１．論文の特徴
今回、ANP を行政分野で使用している次の
４つの論文と本報告書を比較する。まず、４つ
の論文の概要は次のとおりである。
⑴「福祉対象者のための意思決定：分析的なネ
ットワーク・プロセス・アプローチ」（“Decision 
Making for former welfare recipients : The 
analytic network process approach”）
ANP を使って政府が福祉対象者の経済状況
を改善して、自立を達成するのを援助する最高
の方針を検討している。この援助は、福祉対象
者だけでなく、その人々を助けるための家族も
カバーするものである。
しかし、経済自給自足の達成には、「低レベ
ルのスキル」、「低レベルの賃金」あるいは「低
レベルの教育」などの障害がある。AHP と
ANP のアプローチからの最終結果は、福祉対
象者が経済的に自給自足する方法は、最良の健
康保険での支援であることが判明した。決定し
たサービスを提供する際には、政府とともに、
専門的知識がある非営利団体と協力する必要が
ある。
⑵「政府の外部委託における優先順位：分析的
なネットワーク・プロセス・アプローチ」
（“Outsourcing priorities of government 
funct ions Analyt ic  network process 
approach”）
政府の外部委託管理は、有効かつ効率的に運
営することが重要である。政府のように意志決
定の複雑な環境では、多基準意思決定（MCDM）
を利用する必要がある。それらの方法の１つで
ある ANP により、政府の決定および企業決定
の分析の最も包括的なフレームワークについ
て、基準と選択肢を考慮して複雑な意志決定問
題を評価することができる。ANP に基づいた
アプローチは、外部委託する優先順位を公式化
し解決することを示している。しかしながら、
ANP の決定を妨害するものは、人間の判断で
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あり、そのような事例は頻繁にある。
この問題に対処するために、「曖昧なプレフ
ァレンス・プログラミング」（FPP）がある。
この方法を使用することは、優先順位を決める
際はさらに有力である。また、この研究で達成
された結果に匹敵するためにファジー最適化モ
デルの使用も示唆している。
⑶「評価におけるファジー分析ネットワーク・プ
ロセス：政府の後援を受けた技術研究開発プロ
ジェクト」（“Fuzzy Analytic Network Process 
in Evaluating Government-Sponsored 
Technology R&D Projects”）
台湾で ITDP プロジェクト選択のために
ANP を提案している。また、ITDP プロジェ
クト選択における、曖昧な ANP に関する確認
プロセスについても議論している。ITDP セレ
クションのネットワーク・システムについて、
研究開発および技術開発選択基準に基づいた
30 以上の選択肢を提案している。その後、
ITDP プロジェクトが選択モデルを構築する。
このモデルは、科学的で技術的なメリットのあ
る４つのゴール（目的）も想定している。
最終的に提案された ITDP のモデルを評価す
るために、ペアで基準の相対的重要度を比較す
るアンケートを実施している。さらに、評論家
の曖昧な主観的判断を変換するために三角形の
ファジィ関数も使用している。最終的に、すべ
てのレベルに対する優先権を合成することで、
モデルの重要度を決定している。
⑷「外部委託決定の管理：政府の政策、会社オプ
ションと経済的影響」（“Managing outsourcing 
decisions―Government policy, firm options, 
and the economic impact”）
マクロからマイクロ・レベルまで組織分析を
行ない、外部委託することに関する総合テスト
を行っている。マクロレベルでは、外部委託に
関する最良の政策を見つけるために ANP を利
用している。ミクロレベルでは、決定を外部委
託する会社をどのように作るかを実証するため
に事例研究もしている。
この方法は、外部委託に有用なガイダンスを
提供することができる。外部委託を考慮する場
合、外部委託変数が財務的分析に影響がある、
そこで説明変数を増加させることも提示してい
る。また、決定に内容および技術レベルの質疑
応答についても、ANP は有効であると言及し
ている。
１．１．他の論文の特徴
階層分析法の１つである ANP を、行政部門
で使うことで結論に至る過程と判断基準を明確
にできる。主要な分析部分に ANP を利用して
おり、補助的に他の分析も使用している。「評
価基準」（選択肢）については、それぞれ状況
に合った内容を作成している。特に「選択肢」
は 30 以上と多く、「目的」（ゴール）も１つで
はなく複数ある論文もある。
最終的には、それぞれの政策を決定する際に
ANP を用いることで、行政機関の内部および
外部の質問などに対して明確に回答できる点は
メリットである。
１．２．本報告書の新規性と新たな複合分析
AHP（ANP）による分析は、民間企業だけ
でなく、行政分野でも効率的に予算を投入して、
国民（県民）のため最も有益な政策選択に使用
されている。他の論文でも AHP（ANP）だけ
でなく、複合分析も行われていた。
また、産業連関表（I/O）による分析は、決
定されたイベントや政策について、その費用や
予算額をもとに、この手法単独で経済波及効果
の分析を行っている事案が多い。
本論文では CA を追加して行うことにより、
I/O 分析が可能となった。行政部門において、
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ANP と CA に今回新たに I/O 分析を追加する
ことにより、どの政策が最適であるかを決定す
る際に、政策的側面（具体的な政策）と予算的
側面（経済波及効果）の両側面から検討が可能
になると考えた。つまり、会議など事前の検討
段階において、両側面から政策を比較検討でき
ることは、行政機関の内部および外部に対して、
コンセンサスビルディングを得るためには合理
的で有力な手法であると考えている。
２．ANP 分析
２．１．AHP 理論
1977 年に T. L. Saaty によって、意思決定の
ための手法である AHP（Analytic Hierarchy 
Process：階層化意思決定法）が提案された。
さらに、この AHP をネットワークに拡張した
モデルが ANP（Analytic Network Process）
である。
AHP では、意思決定の問題を「総合目的（シ
ナリオ）」、「評価基準」、「代替案」にレベルわ
けを行い階層構造として図２．１のように表現
する。
各レベルの項目（要素）間の重み付けを行う
ため、各項目に対する評価に「一対比較」をし
ている。評価基準間、代替案間で一対比較を行
い、評価値として重要度（ウェート）を求める。
最後に各項目のウェートをまとめ、総合化する
ことにより得られる総合重要度をもとに代替案
の順位付けを行い、最適な代替案を選択する。
２．２．一対比較
AHP を用いて問題を解決するとき、はじめ
に階層図を作成する。総合目的は問題全体の最
終目標、代替案は最終的な候補や選択肢のこと
である。最上層の総合目的の要素数は１つであ
る。それに対し評価基準、代替案は基本的に複
数存在するが、同一階層での要素数が大きくな
ると一対比較の作業量が多くなってしまうの
で、要素数が７±２に整理した方がよいとされ
ている。
一対比較とは２つの項目を比べて、一方が他
方の何倍重要であるかを評価者の感覚に基づい
て評価する比較方法である。これにより、感性
や好みといった定性的な要素を定量的に扱うこ
とができる。一対比較の評価基準として数値で
表すことにする。
ここで、一対比較によって得られた値を一対
比較値と呼び、すべての一対比較値を行列形式
で表し、この行列を一対比較行列と呼ぶ。
n 個の項目 Ak（k=１，２，…，n）として、
行の項目「Ai」と列の項目「Aj」を表２．１と
表２．2 で表し、次のような一対比較行列 A を
式（2．1）で表す。
たとえば n＝4 の場合、「a12」とは、項目 A2
に対して項目 A1 がどの程度重要なのかを表し
ている。さらにこの行列は、i ＝ j の時 aij＝１
であり、aji＝１/aij という逆数対称性がある。
総合目的
評価基準1 評価基準2 評価基準 n
代替案1 代替案2 代替案m
．．．
．．．
図２．１　ＡＨＰの階層構造
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（2．1） 
「aij」の値は、行の項目「Ai」と列の項目「Aj」
を比較して、次の表２．３に示すように一対比
較値の意味を表している。
２．３．ウェート
AHP では一対比較行列から各項目に対して
の重要度（ウェート）を計算する。求められた
ウェートをもとに代替案の選択、順位付けを行
い最適な代替案を選択する。今、項目 Ak の真
のウェートを wk とすると、行の項目「Ai」と
列の項目「Aj」を比較して、「aij」の値は、
（2.2） aij　＝　wi　／　wj
となる。
その結果得られた一対比較行列は次の式
（2.3）のようになる。
（2.3）
 
項目 Ak の真のウェートを wk＝（w1，w2，w3，
…，wn）と一対比較行列 A の間には、次のよう
な固有方程式が成り立つ、
（2.4） Awk ＝λwk
この固有値問題を解くことにより、ウェート
を求めることができる。
一対比較行列 A の固有値は項目の個数 n、
固有ベクトルがウェートベクトルとなっている
ことがわかる。また n は行列 A の最大固有値
（λ max）である。そこで、一対比較行列の最大
固有値と固有ベクトルを求め、その固有ベクト
ルを各項目のウェートとする。
表２．１　 一対比較表⑴ 表２．２　一対比較表⑵
A1 A2 A3 A4 A1 A2 A3 A4
A1 a11 a12 a13 a14 A1 1 a12 a13 a14
A2 a21 a22 a23 a24 ⇒ A2 １／ a12 1 a23 a24
A3 a31 a32 a33 a34 A3 １／ a13 １／ a23 1 a34
A4 a41 a42 a43 a44 A4 １／ a14 １／ a24 １／ a34 1
表２．３　一対比較値の意味
aij の値 一対比較値意味
1 行Ａ i と列Ａ j が同じくらい重要
3 行Ａ i の方が列Ａ j より少し重要
5 行Ａ i の方が列Ａ j よりかなり重要
7 行Ａ i の方が列Ａ j より非常に重要
9 行Ａ i の方が列Ａ j より極めて重要
2，4，6，8 それぞれの中間の時に用いる
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２．４．ANP による分析
ANP は、意思決定の問題を、「シナリオ（原
案）」、「評価基準」、「代替案」を用いて行う。
シナリオと評価基準を考慮して複数の代替案を
考え、これらの代替案は当初のシナリオや評価
基準、代替案にも相互に影響し合うので、全体
を繰り返し見渡して修正しながら最終案を確立
する。今回の事案には、図 2.2 に示すフィード
バック型 ANP モデルを用いることにする。
⑴　シナリオの設定
今回は、高度情報エリア整備事業」（事案）
について、次のシナリオ（S1、S2、S3）を３件
設定した。
S1：地域の産業や経済発展を推進するため
に、県内外の情報通信企業を誘致して集
積化をはかり、高度情報化拠点の核とす
る。また、大学等の教育機関との連携の
もとに実践的な ICT 人材の育成を可能
とする施設とシステムを整備する。集積
した企業への人材供給と研究開発の支援
も行う。さらに、新設図書館と連携して
デジタルコンテンツの制作・蓄積・流通
をとおして県内外への情報サービスなど
を積極的に展開する。
S2：県外の ICT 関係の大手企業を誘致し、
地域の中小 ICT 企業と連携して活動す
る機会を増やすことにより、地元企業の
技術力や経営力の向上をはかる。また、
県外の研究機関等との共同研究を推進
し、県外や海外への活動も展開する。
ICT 産業を育成するためのインキュベ
ーション施設や支援体制を整備し、産業
構造の転換を進める。さらに、ユーザー
教育を推進することにより需要を喚起
し、製造業などの競争力向上に結び付け
ていく。
S3：情報通信企業の集積化をはかるとともに、
それら企業への人材供給基地とした大学
等県内外の教育機関等と連携して、産学
官の連携による一貫した人材育成システ
ムを構築する。新設図書館とも連携して、
地域独自の歴史、文化、産業などのデジ
タルコンテンツを蓄積し地域への情報サ
ービスを充実させる。また、製造業など
と連携してデジタルマニュアルを作成す
ることにより、製造現場での技術・技能
の継承にも寄与するとともに、企業の経
営力向上についての交流の場を設定する。
県内の大学コンソーシアムが中心となっ
てサテライトキャンパスとして相互に活
用することにより人的交流を促進する。
⑵　評価基準の抽出
評価基準は、各シナリオから、それぞれが目
指す狙いや目標を考慮して抽出する。今回は評
価基準（C1～ C6）を６件抽出した。
C1：誘致企業関係（誘致企業数、雇用増加数、
法人税増収額、生産額寄与率、産業構造
転換率）
C2：ICT 人材育成関係（人材育成数、教育投
資額、資格取得件数、関係講師総数）
．．．
．．．
シナリオS シナリオS シナリオS
評価基準C 評価基準C 評価基準C
代替案A 代替案A
1
1
1
2
2
2
S
C
代替案A a
図２. ２　フィードバック型ＡＮＰモデル
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C3：電子化情報関係（制作コンテンツ数、提
供情報件数、利用コンテンツ件数）
C4：研究開発関係（共同研究件数、競争的資
金等獲得金額、研究開発関係参加人数）
C5：利用関係（年間利用者数、併設施設等売
上高、利用者満足度）
C6：情報発信関係（県外からの観光客等増加
数、海外からの観光客等増加数、HP へ
のアクセス件数）
⑶　代替案の設定
さらに、シナリオから抽出された評価基準を
念頭において、シナリオを実現するための具体
的なイメージをもった代替案（A1、A2、A3）
を３件設定した。
A1：誘致した県外大手企業を中心とする
ICT 産業クラスターを形成する。研究
開発施設、インキュベーション施設、研
修施設なども併設し人材育成拠点とする。
A2：県内企業が中心となって ICT 関係の連
携拠点として研究開発や情報交換の場と
して活用する。また、大学等と連携して
地域産業が必要とする実践的な人材育成
拠点としての施設を充実する。
A3：ICT 関係の産業を集積し、相互に連携
することによって県内経済の牽引役とし
て活動できるよう支援体制を整備する。
また、そうした活動に資する設備を完備
する。新設図書館と連携して他にないサ
ービスを展開する。具体的にはその地域
の特産品などの情報サービスを充実させ
るとともに、年に一度、『特産品フェス
ティバル』を企画する。世界に情報発信
するとともに世界から注目を集め、地域
の新たな文化の創造に貢献する。
⑷　一対比較によるウェートの算出
（事例）シナリオからみた評価基準のウェート
各シナリオからみた評価基準のウェートを求
める。ウェートは評価基準の一対比較の値から
ANP で計算する。
⑸　ANP の計算結果と考察
順次、表 2.1 と同様にウェートをまとめて、
最終的には超行列（スーパーマトリクス）を作
る。これに、ANP の計算（マルコフ連鎖の手
法を利用）を施すと次のような結果を得る。
１位： A1（ウェート：0.482）：県外大手企業誘
致・人材育成ほか
２位： A3（ウェート：0.328）：ICT 産業集積・
情報発信拠点・新設図書館との連携ほか
A1から、最終施策は以下のように要約できる。
『県外の大手企業を誘致して、県内外の ICT
企業の集積をはかり地域経済の発展に寄与する
とともに人材育成の拠点としても活用する。こ
表２. ４　シナリオＳ 1 の観点からの評価基準のウェート（事例）
シナリオＳ1 C1 C2 C3 C4 C5 C6 ウェート
Ｃ 1：企業誘致関係 1.000 2.000 9.000 3.000 3.000 5.000 0.360 
Ｃ 2：ＩＣＴ人材育成関係 0.500 1.000 7.000 7.000 7.000 5.000 0.361 
Ｃ 3：電子化情報関係 0.111 0.143 1.000 0.500 0.500 0.500 0.040 
Ｃ 4：研究開発関係 0.333 0.143 2.000 1.000 1.000 1.000 0.080 
Ｃ 5：利用関係 0.333 0.143 2.000 1.000 1.000 0.500 0.074 
Ｃ 6：情報発信関係 0.200 0.200 2.000 1.000 2.000 1.000 0.085 
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れらの企業への人材供給を行い、隣接する新設
図書館とも連携して情報発信基地としての機能
も発揮する。』
３．コンジョイント分析 
（CA：Conjoint Analysis）の適用
意思決定の方向性を示す政策は、実現（予算
化）するためにはさらに具体化しなければなら
ない。そこで、コンジョイント分析（CA）を
適用した。
具体化するために、コンジョイント・カード
を作成する。ここで、政策に含まれる重要な要
因と水準を次のように抽出する。
⑴ ICT 企業の集積（県外大手、県内中堅）
⑵起業支援施設（３以下、４以上）
⑶ iDC（高度情報化拠点のみカバー、図書館そ
の他もカバー）
⑷人材育成（少数精鋭短期、多人数長期）
直交表は、L8（2
7）である。
表２. ５　ANP の超行列（初期値）
Ｓ 1 Ｓ 2 Ｓ 3 C1 C2 C3 C4 C5 C6 Ａ 1 Ａ 2 Ａ 3
Ｓ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.690 0.205 0.112
Ｓ 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.149 0.632 0.235
Ｓ 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.161 0.163 0.653
C1 0.360 0.450 0.089 0 0 0 0 0 0 0 0 0
C2 0.361 0.220 0.443 0 0 0 0 0 0 0 0 0
C3 0.040 0.035 0.083 0 0 0 0 0 0 0 0 0
C4 0.080 0.130 0.070 0 0 0 0 0 0 0 0 0
C5 0.074 0.077 0.130 0 0 0 0 0 0 0 0 0
C6 0.085 0.089 0.185 0 0 0 0 0 0 0 0 0
Ａ 1 0 0 0 0.703 0.277 0.188 0.596 0.415 0.630 0 0 0
Ａ 2 0 0 0 0.182 0.129 0.188 0.229 0.377 0.219 0 0 0
Ａ 3 0 0 0 0.115 0.595 0.625 0.175 0.208 0.152 0 0 0
表２. ６　ANP の超行列（計算結果）
Ｓ 1 Ｓ 2 Ｓ 3 C1 C2 C3 C4 C5 C6 Ａ 1 Ａ 2 Ａ 3
Ｓ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.408 0.408 0.408
Ｓ 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.269 0.269 0.269
Ｓ 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.323 0.323 0.323
C1 0.297 0.297 0.297 0 0 0 0 0 0 0 0 0
C2 0.350 0.350 0.350 0 0 0 0 0 0 0 0 0
C3 0.052 0.052 0.052 0 0 0 0 0 0 0 0 0
C4 0.090 0.090 0.090 0 0 0 0 0 0 0 0 0
C5 0.093 0.093 0.093 0 0 0 0 0 0 0 0 0
C6 0.118 0.118 0.118 0 0 0 0 0 0 0 0 0
Ａ 1 0 0 0 0.482 0.482 0.482 0.482 0.482 0.482 0 0 0
Ａ 2 0 0 0 0.190 0.190 0.190 0.190 0.190 0.190 0 0 0
Ａ 3 0 0 0 0.328 0.328 0.328 0.328 0.328 0.328 0 0 0
水準の数
列の数
Latin square（ラテン方格）の頭文字
行の数
7
8L ( 2 )
図３. １　直交表の表示
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試みに、５人（a、b、c、d、e）に８枚のコ
ンジョイント・カードに順位をつけてもらい、
順位の高いカードから順に８点から１点までの
得点を割り当てて表3．2 を作成した。このデー
タを重回帰分析して表3．3 と表3．4 の結果を得
た。
表３. ２　評価結果
⑴ ⑵ ⑶ ⑷ 得点 ⑴ ⑵ ⑶ ⑷ 得点
a 1 1 1 1 1 6 d 1 1 1 1 1 8
2 1 1 0 0 8 2 1 1 0 0 7
3 1 0 1 0 5 3 1 0 1 0 6
4 1 0 0 1 7 4 1 0 0 1 4
5 0 1 1 0 4 5 0 1 1 0 5
6 0 1 0 1 3 6 0 1 0 1 1
7 0 0 1 1 1 7 0 0 1 1 2
8 0 0 0 0 2 8 0 0 0 0 3
b 1 1 1 1 1 5 e 1 1 1 1 1 6
2 1 1 0 0 7 2 1 1 0 0 8
3 1 0 1 0 6 3 1 0 1 0 7
4 1 0 0 1 4 4 1 0 0 1 5
5 0 1 1 0 8 5 0 1 1 0 4
6 0 1 0 1 3 6 0 1 0 1 3
7 0 0 1 1 1 7 0 0 1 1 2
8 0 0 0 0 2 8 0 0 0 0 1
c 1 1 1 1 1 7
2 1 1 0 0 8
3 1 0 1 0 5
4 1 0 0 1 6
5 0 1 1 0 3
6 0 1 0 1 4
7 0 0 1 1 1
8 0 0 0 0 2
表３. １　直交表への割付けとコンジョイント・カード
⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑴ ⑵ ⑶ ⑷
1 1 1 1 1 1 1 1 県外大手 ３以下 拠点カバー 少数精鋭短期
2 1 1 1 2 2 2 2 県外大手 ３以下 他もカバー 多人数長期
3 1 2 2 1 1 2 2 県外大手 ４以上 拠点カバー 多人数長期
4 1 2 2 2 2 1 1 県外大手 ４以上 他もカバー 少数精鋭短期
5 2 1 2 1 2 1 2 県内中堅 ３以下 拠点カバー 多人数長期
6 2 1 2 2 1 2 1 県内中堅 ３以下 他もカバー 少数精鋭短期
7 2 2 1 1 2 2 1 県内中堅 ４以上 拠点カバー 少数精鋭短期
8 2 2 1 2 1 1 2 県内中堅 ４以上 他もカバー 多人数長期
a a a a
b b b b
c c c c
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最後に、部分効用値から全体効用値を表3．4
のように計算する。ここで、平均順位は回答者
当たりの順位得点の平均である。この場合は、
（１＋２＋３＋４＋５＋６＋７＋８）/８＝ 4.50
となる。
表 3.4 から全体効用値が大きい順に、その要
点をまとめると次のとおりである、
１位： 『県外大手企業を誘致して企業集積をは
かり、起業支援施設（インキュベーショ
ンルームなど）は３以下とする。iDC は
拠点のみならずもう少し他の広範囲をカ
バーする規模とするとともに、多人数を
長期にわたって人材育成する。』
２位： 『県外大手企業を誘致して企業集積をは
かり、起業支援施設（インキュベーショ
ンルームなど）は３以下とする。』とこ
ろまでは同じであるが、『iDC が拠点を
カバーする規模で、人材育成を少数精鋭
で短期教育する。』
４　産業連関表による経済波及分析
ANP と CA の結果から、政策が具体化され
予算配分が明らかになったことで、今回、産業
連関表で経済波及分析が可能となった。この分
表３. ３　加重平均と部分効用値
変数名 水　準 偏回帰係数 加重平均 部分効用値
ＩＣＴ企業集積
県外大手 3.5 1.75 1.75 
県内中堅 － 1.75 
起業支援施設
３以下 1.8 0.90 0.90 
４以上 － 0.90 
ｉＤＣ
拠点カバー 0.2 0.10 0.10 
他もカバー － 0.10 
人材育成
少数精鋭短期 － 1.1 － 0.55 － 0.55 
多人数長期 0.55 
表３. ４　全体効用値
水　　準
企業
集積
起業
支援
施設
ｉＤＣ
人材
育成
平均
順位
全体
効用値
1 県外大手 ３以下 他もカバー 多人数長期 1.75 0.90 － 0.10 0.55 4.50 7.60 
2 県外大手 ３以下 拠点カバー 少数精鋭短期 1.75 0.90 0.10 － 0.55 4.50 6.70 
3 県外大手 ４以上 拠点カバー 多人数長期 1.75 － 0.90 0.10 0.55 4.50 6.00 
4 県外大手 ４以上 他もカバー 少数精鋭短期 1.75 － 0.90 － 0.10 － 0.55 4.50 4.70 
5 県内中堅 ３以下 拠点カバー 多人数長期 － 1.75 0.90 0.10 0.55 4.50 4.30 
6 県内中堅 ３以下 他もカバー 少数精鋭短期 － 1.75 0.90 － 0.10 － 0.55 4.50 3.00 
7 県内中堅 ４以上 他もカバー 多人数長期 － 1.75 － 0.90 － 0.10 0.55 4.50 2.30 
8 県内中堅 ４以上 拠点カバー 少数精鋭短期 － 1.75 － 0.90 0.10 － 0.55 4.50 1.40 
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析によって、どの産業にいくら金額が使われる
と他の産業にどのくらい経済的影響が発生する
かという予測・測定をすることができる。
以上の経費を産業連関表の 34 部門に分類す
ると次の表 4.2 となる。
これを産業連関表で使用するために整理する
表４. １　平成 17 年山梨県産業連関表（３部門）
表４. ２　経費一覧表
（単位：千万円）
内容
経費 産業連関表
項目 費用 項目 費用
図書館建設
建設費 150 建設 150
書籍等購入費 5 商業 5
備品購入費 10 商業 10
専任職員（10 名）人件費 5 公務 5
起業支援施設 建設費（３ヵ所） 30 建設 30
ｉＤＣを広範囲に設置 建設費（５ヵ所） 50 建設 50
企業誘致と人材育成 人件費（１０名） 10 公務 10
ｉＤＣ専用サーバー
設置費 10 情報通信 10
サーバーレンタル費 20 対事業所サービス業 20
合計 290 290
表４. ３
（単位：千万円）
産業連関表
項目 費用
建設 230
商業 15
公務 15
情報通信 10
対事業所サービス業 20
合計 290
（単位：億円）
需要部門
供給部門
中　間　需　要 最　終　需　要
需　要
合　計
（控除）
移輸入
県　内
生産額第一次
産　業
第二次
産　業
第三次
産　業 小　計 消　費 投　資 移輸出 小　計
中
 間
 投
 入
第一次産業 81 393 104 578 260 117 581 958 1,536 － 520 1,016
第二次産業 165 11,239 3,431, 14,835 3,370 7,419 21,147 31,936 46,771 － 16,772 29,999
第三次産業 158 6,544 7,723 14,425 21,009 1,696 4,245 26,950 41,375 － 9,035 32,340
小　計 404 18,176 11,258 29,838 24,639 9,232 25,973 59,844 89,682 － 26,327 63,355
粗付加価値部門計 612 11,823 21,082 33,517 【全体のバランス式】
タテ方向の計＝ヨコ方向の計＝県内生産額県 内 生 産 額 1,016 29,999 32,340 63,355
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と次の表 4.3 になる。
山梨県全体について、予算の合計額が 290 千
万円投入した場合の波及効果の試算をする。全
体の流れ（フローチャート）について、図 4.1
のとおりである。
〈単位 : 千万円〉
内容
経費
項目 費用
建設費
図書館
建設
書籍等購入費
備品購入費
人件費
起業支援
施設
iDCを広域
に設置
企業誘致
と人材育成
iDC専用
サーバー
合計
設置費
サーバー
レンタル費
産業連関表
部門へ格付け
150
5
10
5
30
50
10
10
20
290
各産業の
投入係数
(単位 : 千万円 )
230
15
15
10
20
290
原材料
各産業の
雇用者所得率
A
B
C
直接効果の雇用者所得額
+
第1次波及により誘発された雇用者所得額
消費に使われるのは
消費性向
雇用者所得額合計 消費額
専任職員
人件費(10名 )
建設費(3ヶ所 )
建設費(5ヶ所 )
合計額　290千万円 合計額
290千万円
①
産業連関表
項目 費用
建設
商業
公務
情報通信
対事業所
サービス業
合計
雇用者所得額
直接効果
図４．１
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粗付加価値誘発額
県産品需要増加額
雇用者所得誘発額
A
B
C
このうち県内で
まかなえるのは
各産業の
自給率
②
生産誘発額
県産品需要の増加が
次々と各産業の生産を誘発
逆行列係数
間接効果（第1次波及）
間接効果（第2次波及）
粗付加価値率
県産品需要増加額
このうち県内で
まかなえるのは
各産業の
自給率
③
消費による
生産誘発額
この消費により、次々と
各産業の生産を誘発
逆行列係数
雇用者所得率
このうち
図４．１
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⑴　CA による結果が１位の場合
生産誘発額の合計
＝ 直接効果（①）＋１次波及効果（②）＋２次
波及効果（③）
＝ 290 千万円＋ 72.9 千万円＋ 66.7 千万円
＝ 429.6 千万円
予算投入総額である生産誘発額の合計 290 千
万円に対し、経済波及効果の総額は、429.6 千
万円と山梨県に与える経済波及効果は、1.48 倍
となることが試算できた。
⑵　CA による結果が２位の場合
生産誘発額の合計
＝ 直接効果（①）＋１次波及効果（②）＋２次
波及効果（③）
＝ 245 千万円＋ 60.8 千万円＋ 54.9 千万円
＝ 338.9 千万円
予算投入総額である生産誘発額の合計 245 千
万円に対し、経済波及効果の総額は、338.9 千
万円と山梨県に与える経済波及効果は、1.38 倍
となることが試算できた。
⑶　 「CA による結果が１位の場合」と「CA に
よる結果が２位の場合」の比較
１位と２位ともに経済波及効果は、1.4～1.5
倍あることがわかった。
また、予算投入総額は事業規模の関係で２位
の方が少ないが、経済波及効果は、１位の方が
大きいことが試算できた。
おわりに
行政分野における意思決定において、意思決
定支援手法として知られる ANP を適用した。
この ANP で選定した代替案をさらに具体的な
行政政策にするために CA も適用した。この具
体化により予算配分が明らかになり、事前に産
業連関表による分析することが可能となり、経
済波及効果分析ができた。
行政分野での新しい政策を決定する方法は、
過去の慣習や他県の事案を参考にするなど硬直
化している。また、行政分野はかなり保守的で
あり、このような新しい手法は簡単には受け入
れないのが実状である。そこで、この分析結果
を会議に提案して、この手法が合理的で有効な
手法であること行政関係者に実感してもらえる
ように努めたいと考えている。
このように ANP、CA と IO 分析の３つの手
法を用いることで、政策的側面と予算的側面の
両側面から検討が可能となった。つまり、今回
の研究結果から、地方行政における産業政策を
決定する際に、これらの工学的分析手法が有効
であることを示すことができた。さらに、結論
に至る過程及び結果が数値による「見える化」
ができたことで判断基準がより明確となり、最
終的には行政関係者だけでなく広く県民にもわ
かりやすいコンセンサスビルディングの確立が
できると考えている。
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